
平成１８年３月期 個別中間財務諸表の概要
平成１７年１０月２８日

上 場 会 社 名 株式会社エクセディ 東　・　大
コ ー ド 番 号 ７２７８ 大　阪　府
   （ＵＲＬ http://www.exedy.co.jp/ ）
代 表 者 中 野　　 健
問合せ先責任者 政 岡　久 泰 　ＴＥＬ （０７２）８２２－１１５２
中間配当支払開始日 　中間配当制度の有無　　有

　単元株制度採用の有無　有（１単元100株）

１．１７年９月中間期の業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）
(1)経営成績 （注）本中間決算短信中の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　百万円 　％ 　　百万円 　％ 　　百万円 ％
１７年９月中間期 ４１，６６２ (   6.9) ２，９８１ (  7.6) ３，９７６ (  6.6)
１６年９月中間期 ３８，９６４ (   8.5) ２，７７１ (  1.5) ３，７２９ ( 24.9)
１７年３月期 ７９，８５１ ６，３３０ ６，２３７

　　　百万円 　％ 円 銭
１７年９月中間期 ２，７５０ ( 22.5) 　５５　　２５
１６年９月中間期 ２，２４５ ( 28.6) 　４６　　２４
１７年３月期 ２，９９７ 　６０　　２７
(注)① 期中平均株式数 17年9月中間期 49,789,585株 16年9月中間期 48,551,888株 17年3月期 48,661,685株
    ② 会計処理の方法の変更 無
    ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は対前年中間期増減率

(2)配当状況
1 株 当 た り 1 株 当 た り
中 間 配 当 金 年 間 配 当 金

銭 円 銭
１７年９月中間期 １０　　００ －
１６年９月中間期 ７　　５０ －
１７年３月期 － １８　００

(3)財政状態
1 株 当 た り
株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円 銭
１７年９月中間期 ８１，５７５ ５８，７５２ ７２．０ １，１８０　 ０４
１６年９月中間期 ７８，１５８ ５４，６４９ ６９．９ １，１２４　 ７０
１７年３月期 ８０，３６５ ５６，４３５ ７０．２ １，１３２　 １８
(注)①期末発行済株式数 17年9月中間期 49,789,126株 16年9月中間期 48,590,500株       17年3月期 49,789,849株
 　 ②期末自己株式数 17年9月中間期  4,610株 16年9月中間期 2,436株       17年3月期 3,887株

２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）
１株当たり年間配当金

期  末
百万円 百万円 百万円       円     銭        円      銭

通      期 ８６，０００ ７，６００ ５，１００ １０　　００ ２０　　００
(参考) １株当たり予想当期純利益（通期） １０２円　４３銭
（注）　上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５頁を参照してください。

円

売上高 営業利益

代 表 取 締 役 社 長
常務取締役管理本部長
平成１７年１２月２日

中間（当期）純利益

売上高 経常利益 当期純利益

総資産 株主資本 株主資本比率

経常利益

上 場 取 引 所
本 社 所 在 都 道 府 県

１株当たり中間
(当期)純利益



１．中間貸借対照表
(単位:百万円)

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
期  別     平成17年9月中間期 平成17年3月期 対前期末 平成16年9月中間期

平成17年9月30日現在 平成17年3月31日現在 増      減 平成16年9月30日現在

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率 金  額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％ ％

流動資産
8,405 8,603 △197 9,411 
1,557 1,775 △217 1,652 

17,017 17,505 △488 16,583 
4,679 4,746 △66 4,016 
1,623 1,594 28 1,227 
1,677 1,564 113 343 
1,064 997 67 869 

△1,225 △1,204 △20 △343 
34,800 42.7 35,582 44.3 △782 △2.2 33,760 43.2 

固定資産
有形固定資産 25,794 31.6 24,023 29.9 1,770 7.4 23,564 30.1 

5,532 5,583 △51 5,614 
10,671 10,230 441 9,178 
4,984 4,984 － 4,984 
4,605 3,224 1,380 3,786 

無形固定資産 556 0.7 578 0.7 △21 △3.7 588 0.8 

投資その他の資産 20,423 25.0 20,180 25.1 243 1.2 20,245 25.9 

1,287 1,021 265 2,631 
13,326 13,278 48 13,136 
1,712 1,712 － 1,186 
2,771 3,054 △282 2,114 
1,374 1,169 205 1,196 
△49 △55 6 △20 

46,775 57.3 44,782 55.7 1,992 4.4 44,397 56.8 

資産合計 81,575 100.0 80,365 100.0 1,210 1.5 78,158 100.0 

現 金 及 び 預 金

関 係 会 社 出 資 金

土 地

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

建 物
機 械 及 び 装 置

受 取 手 形
売 掛 金
た な 卸 資 産

そ の 他

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式

流動資産合計

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固定資産合計
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(単位:百万円)
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

期  別     平成17年9月中間期 平成17年3月期 対前期末 平成16年9月中間期
平成17年9月30日現在 平成17年3月31日現在 増      減 平成16年9月30日現在

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率 金  額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％ ％

流動負債
422 402 20 512 

7,014 7,068 △53 6,972 
－ － － 400 

100 100 － － 
－ － － 2,166 

2,707 2,910 △203 2,803 
1,192 1,960 △767 1,618 

603 409 194 325 
1,873 1,563 310 768 

13,915 17.1 14,415 17.9 △500 △3.5 15,566 19.9 

固定負債
－ － － 100 

7,265 7,060 204 7,564 
1,393 2,152 △758 － 

247 300 △52 277 
8,907 10.9 9,513 11.9 △606 △6.4 7,942 10.2 

負債合計 22,822 28.0 23,929 29.8 △1,106 △4.6 23,509 30.1 

（資本の部）
資  本  金 8,284 10.2 8,284 10.3 － － 7,272 9.3 

資本剰余金 8,767 10.7 8,767 10.9 － － 7,757 9.9 

7,540 7,540 － 6,531 
1,226 1,226 － 1,226 

利益剰余金 41,155 50.4 38,993 48.5 2,162 5.5 38,604 49.4 

1,805 1,805 － 1,805 
35,703 33,785 1,917 33,785 
3,647 3,401 245 3,013 

その他有価証券評価差額金 551 0.7 396 0.5 155 39.3 1,017 1.3 

自己株式 △6 △0.0 △5 △0.0 △1 30.4 △2 △0.0 

資本合計 58,752 72.0 56,435 70.2 2,317 4.1 54,649 69.9 

負 債 資 本 合 計 81,575 100.0 80,365 100.0 1,210 1.5 78,158 100.0 

一年以内返済の長期借入金

支 払 手 形

未 払 費 用
未 払 法 人 税 等

買 掛 金
短 期 借 入 金
一 年 以 内 償 還 社 債

製 品 保 証 引 当 金
そ の 他

流動負債合計

社 債
退 職 給 付 引 当 金

利 益 準 備 金
任 意 積 立 金

長 期 未 払 金

中間(当期)未処分利益

そ の 他
固定負債合計

資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金
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２．中間損益計算書
(単位:百万円)

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
期  別     平成17年9月中間期 平成16年9月中間期 対前年中間期 平成17年3月期

平成17年4月 1日から 平成16年4月 1日から 増         減 平成16年4月 1日から
平成17年9月30日まで 平成16年9月30日まで 平成17年3月31日まで

科  目 金  額 比率 金  額 比率 金  額 増減率 金  額 比率
％ ％ ％ ％

41,662 100.0 38,964 100.0 2,697 6.9 79,851 100.0 
33,071 79.4 30,476 78.2 2,595 8.5 62,351 78.1 
8,590 20.6 8,488 21.8 101 1.2 17,500 21.9 
5,608 13.4 5,717 14.7 △108 △1.9 11,169 14.0 
2,981 7.2 2,771 7.1 210 7.6 6,330 7.9 
1,118 2.6 1,048 2.7 70 6.7 1,130 1.4 

954 930 24 949 
65 45 19 46 
98 72 25 134 

123 0.3 90 0.2 33 36.5 1,223 1.5 
0 9 △9 19 

19 － 19 885 
103 80 23 318 

3,976 9.5 3,729 9.6 247 6.6 6,237 7.8 
－ － 37 0.0 △37 △100.0 1,228 1.6 
－ 37 △37 37 
－ － － 1,191 
－ － 282 0.7 △282 △100.0 2,861 3.6 

－ － － 2,300 
－ 4 △4 4 

3,976 9.5 3,483 8.9 492 14.1 4,604 5.8 
1,077 2.6 1,507 3.8 △429 △28.5 2,760 3.5 

148 0.3 △268 △0.7 416 △155.2 △1,153 △1.5 
2,750 6.6 2,245 5.8 505 22.5 2,997 3.8 

896 768 128 768 
－ － － 364 

3,647 3,013 633 3,401 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

退職給付制度変更関連費用

△278 変 更 時 差 異 償 却
退 職 給 付 会 計 基 準 557 278 

売 上 高

売 上 総 利 益
売 上 原 価

販売費及び一般管理費
営 業 利 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金
為 替 差 益

法人税、住民税及び事業税

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

前 期 繰 越 利 益
中 間 配 当 額

法 人 税 等 調 整 額
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

税引前中間（当期）純利益

経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 益

－ 

そ の 他

特 別 利 益

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 売 却 益
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３．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法
 (1)有価証券
　　　子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法
　　　その他有価証券
　　　  時価のあるもの・・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により
　　　                      処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　　　時価のないもの・・・移動平均法による原価法

 (2)デリバティブ
　　　　時価法

 (3)たな卸資産
　　　　製品･原材料･仕掛品は先入先出法による低価法、貯蔵品は最終仕入原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
 (1)有形固定資産
　　　  定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）
　　　については、定額法によっております。
　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります｡

　　　　建物　　　　　　　3～50年
　　　　機械及び装置　　　2～15年

 (2)無形固定資産
　　　　自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間(３～５年)に基づく定額法によっており、
　　　その他の無形固定資産については、定額法によっております。

３．引当金の計上基準
 (1)貸倒引当金
  　　　売上債権・貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
　　　懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
 (2)製品保証引当金
  　　  製品の品質に係るクレーム処理の費用に備えるため、過去のクレーム発生率に基づき、予想される
　　  発生見込額を計上しております。
 (3)退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
　　　き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
　　　　なお、数理計算上の差異は、発生時の翌事業年度に全額費用処理しております。過去勤務債務は、
　　　発生した事業年度に全額費用処理しております。
    
４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　　  外貨建取引等会計処理基準を適用しております。
　　
５．リース取引の処理方法
　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
　　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
 (1)消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理の方法は、税抜方式によっております。
 (2)税効果会計
　　　　中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当事業年度に予定している利益処分による特
　　　別償却準備金及び資産買換差益積立金の繰入及び取崩を前提として、当中間会計期間に係る金額を計
　　　算しております。
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４．注記事項

（中間貸借対照表関係）
１． 有形固定資産の減価償却累計額 61,743 百万円 

２． 偶発債務
　　 　関係会社の銀行等よりの借入金に対する保証

　　　　 エクセディアメリカコーポレーション 1,151 百万円 
　　　 　㈱ディーケービルサービス 500 百万円 
　　　 　愛思帝（上海）複合摩擦材料有限公司 448 百万円 

計 2,099 百万円 

３． 仮受消費税等及び仮払消費税等は相殺のうえ、流動資産の「その他」に含めて表示しております。

（中間損益計算書関係）
減価償却実施額 有形固定資産 1,991 百万円 

無形固定資産 93 百万円 

（リース取引）
ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

（有価証券）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

時価 差額
子 会 社 株 式 － －
関 連 会 社 株 式 288 百万円 266 百万円 21 百万円 

中間貸借対照表計上額
－
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